
議案第６号 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部改正に

ついて 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和２年２月１３日 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合 

広域連合長  二 場 公 人 

 

理由 

令和２年度及び令和３年度の保険料率を定めるとともに、高齢者の医療の確保に関する

法律施行令（平成１９年政令第３１８号）の一部改正により、低所得世帯の被保険者に係

る保険料の減額基準等について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 



福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

の一部を改正する条例 

 福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１

９年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第９条中「平成３０年度及び平成３１年度」を「令和２年度及び令和

３年度」に、「１００分の１０．８３」を「１００分の１０．７７」に

改める。 

第１０条中「平成３０年度及び平成３１年度」を「令和２年度及び令

和３年度」に、「５６，０８５円」を「５５，６８７円」に改める。 

 第１１条中「６２万円」を「６４万円」に改める。 

第１５条第１項第２号中「２８万円」を「２８万５，０００円」に改

め、同項第３号中「５１万円」を「５２万円」に改める。 

附則第３条及び第４条を削る。 

 附則第５条（見出しを含む。）中「平成３２年度」を「令和２年度」

に改め、同条中「附則第６条」を「附則第４条」に改め、同条を附則第

３条とする。 

附則第６条（見出しを含む。）中「平成３２年度」を「令和２年度」

に改め、同条を附則第４条とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者

医療に関する条例の規定は、令和２年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、平成３１年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 



福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例新旧対照表 

新 旧 

第１条～第８条 （略） 第１条～第８条 （略） 

（所得割率） （所得割率） 

第９条 令和２年度及び令和３年度の所得割

率は、１００分の１０．７７とする。 

第９条 平成３０年度及び平成３１年度の所

得割率は、１００分の１０．８３とする。 

（被保険者均等割額） （被保険者均等割額） 

第１０条 令和２年度及び令和３年度の被保

険者均等割額は、５５，６８７円とする。 

第１０条 平成３０年度及び平成３１年度の

被保険者均等割額は、５６，０８５円とす

る。 

（保険料の賦課限度額） （保険料の賦課限度額） 

第１１条 第５条の賦課額は、６４万円を超

えることができない。 

第１１条 第５条の賦課額は、６２万円を超

えることができない。 

第１２条～第１４条 （略） 第１２条～第１４条 （略） 

（所得の少ない者に係る保険料の減額） （所得の少ない者に係る保険料の減額） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度の保険料の賦課期日におい

て、前号の規定による減額がされない

被保険者、その属する世帯の世帯主及

びその属する世帯の他の世帯員である

被保険者につき算定した地方税法第３

１４条の２第１項に規定する総所得金

額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合計

額の当該世帯における合算額が同条第

２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に２８万５，０００円

を乗じて得た金額を加算した金額を超

えない世帯に属する被保険者 当該年

度分の保険料に係る被保険者均等割額

に１０分の５を乗じて得た額 

(2) 当該年度の保険料の賦課期日におい

て、前号の規定による減額がされない

被保険者、その属する世帯の世帯主及

びその属する世帯の他の世帯員である

被保険者につき算定した地方税法第３

１４条の２第１項に規定する総所得金

額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合計

額の当該世帯における合算額が同条第

２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に２８万円を乗じて得

た金額を加算した金額を超えない世帯

に属する被保険者 当該年度分の保険

料に係る被保険者均等割額に１０分の

５を乗じて得た額 

(3) 当該年度の保険料の賦課期日におい

て、前２号の規定による減額がされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主

及びその属する世帯の他の世帯員であ

る被保険者につき算定した地方税法第

３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合

計額の当該世帯における合算額が同条

第２項に規定する金額に当該世帯に属

する被保険者の数に５２万円を乗じて

得た金額を加算した金額を超えない世

帯に属する被保険者 当該年度分の保

険料に係る被保険者均等割額に１０分

の２を乗じて得た額 

(3) 当該年度の保険料の賦課期日におい

て、前２号の規定による減額がされな

い被保険者、その属する世帯の世帯主

及びその属する世帯の他の世帯員であ

る被保険者につき算定した地方税法第

３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合

計額の当該世帯における合算額が同条

第２項に規定する金額に当該世帯に属

する被保険者の数に５１万円を乗じて

得た金額を加算した金額を超えない世

帯に属する被保険者 当該年度分の保

険料に係る被保険者均等割額に１０分

の２を乗じて得た額 



新 旧 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第１６条～第２９条 （略） 第１６条～第２９条 （略） 

附 則 附 則 

第１条・第２条 （略） 第１条・第２条 （略） 

 （平成３１年度における保険料の賦課総額

の算定の特例） 

 （削る） 第３条 平成３１年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用

する場合においては、同条中「第１５条又

は第１６条に規定する基準に従い」とある

のは「平成３１年度においては第１５条若

しくは第１６条又は附則第４条に規定する

基準に従い」とする。 

 （平成３１年度における所得の少ない者に

係る保険料の賦課額の特例） 

 （削る） 第４条 平成３１年度において第１５条第１

項第１号の規定が適用される被保険者であ

って、保険料の賦課期日（同号に規定する

保険料の賦課期日をいう。附則第６条にお

いて同じ。）に、当該被保険者及びその属

する世帯の他の被保険者が令第１５条第１

項第６号に規定する各種所得の金額及び他

の所得と区分して計算される所得の金額が

ないものについての第１５条第１項第１号

の規定の適用については、同号中「１０分

の７」とあるのは「１０分の８」とする。 

 ２ 平成３１年度において第１５条第１項第

１号の規定が適用される被保険者であっ

て、前項の規定が適用されないものについ

ての第１５条第１項第１号の規定の適用に

ついては、同号中「１０分の７」とあるの

は「２０分の１７」とする。 

（令和２年度における保険料の賦課総額の

算定の特例） 

（平成３２年度における保険料の賦課総額

の算定の特例） 

第３条 令和２年度における保険料の賦課総

額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は

第１６条に規定する基準に従い」とあるの

は「令和２年度においては第１５条若しく

は第１６条又は附則第４条に規定する基準

に従い」とする。 

第５条 平成３２年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用

する場合においては、同条中「第１５条又

は第１６条に規定する基準に従い」とある

のは「平成３２年度においては第１５条若

しくは第１６条又は附則第６条に規定する

基準に従い」とする。 

（令和２年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（平成３２年度における所得の少ない者に

係る保険料の賦課額の特例） 

第４条 令和２年度において第１５条第１項

第１号の規定が適用される被保険者（保険

料の賦課期日に、当該被保険者及びその属

第６条 平成３２年度において第１５条第１

項第１号の規定が適用される被保険者（保

険料の賦課期日に、当該被保険者及びその



新 旧 

する世帯の他の被保険者が令第１５条第１

項第６号に規定する各種所得の金額及び他

の所得と区分して計算される所得の金額が

ない被保険者を除く。）についての第１５

条第１項第１号の規定の適用については、

同号中「１０分の７」とあるのは「４０分

の３１」とする。 

属する世帯の他の被保険者が令第１５条第

１項第６号に規定する各種所得の金額及び

他の所得と区分して計算される所得の金額

がない被保険者を除く。）についての第１

５条第１項第１号の規定の適用について

は、同号中「１０分の７」とあるのは「４

０分の３１」とする。 

 


